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資料３－３

【国】 保険者努力支援制度（指

標等前倒し分・基本的枠組みの

決定） 

【国】 平成３０年度以降の本体の指標・仕組みの検討（PDCA） 

【国】 都道府県による給付点検（仕組みの検討）・給

付確認のための情報確保の手段の検討 

【国】 毎年のキャッシュフローのあり方の検討・平成３０年度のキャッシュフローのあり方の検討 

【国】 国保連への直接支払い（仕組みの検討） 

・共通基準以外の事業費用の算定の方法 

・共通基準設定の是非検討（短期証、資格証の様式の

検討等） 

・共通基準の検討、費用の算定 ・具体的な激変緩和措置期限等の検討 

・共通基準設定の是非検討（医療費通知、後発

医薬品差額通知等）、費用の算定 

・事務の共同化の検討 

・医療費適正化のインセンティブ方策の検討 

・証の様式の検討（施行当初の従来様式活用の是非

含む） 

・更新時期・有効期間の検討 

・事務の共同化の検討 

・資格管理の方法の検討 

・被保険者番号、交付方法の共通基準設定の是非検

討 

・共通基準設定の是非検討 

・事務の共同化の検討 

・府による点検内容等の検討 

・具体的な本算定時期、納期数の検討 

・国の仕組みを参考にしつつ、支払方法等を検討。必

要に応じて経費の試算。 

・国保運営方針策定要領を踏まえ、効率化できる事務の検討 

・左記を踏まえ、方針に盛り込む具体的内容等の検討 

・左記を踏まえ、方針に盛り込む具体的内容等の検討 

・左記を踏まえ、方針に盛り込む具体的内容等の検討 

・左記を踏まえ、方針に盛り込む具体的内容等の検討 

【国】 保険者努力支援制度（指

標等前倒し分・基本的枠組みの

決定） 

・具体的な共通基準の検討（特定健診・保健指

導等）、費用の算定 

新しい被保険者証の発行準備 

【国】 交付金ガイドライン案の検討 


